
公益社団法人全日本病院協会会長 殿

基発 0930第 10号

平成27年 9月 30日

厚生労働省労働基準局長

（公印省略）

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令及び労働安全衛生規則等の

一部を改正する省令の施行について

日頃から労働行政の推進に御理解・御協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、平成27年 8月12日に公布されました労働安全衛生法施行令の一部を改

正する政令（平成27年政令第294号）及び 9月17日に公布されました労働安全

衛生規則等の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第141号）により、

ナフタレン及びリフラクトリーセラミックファイパーを特定化学物質！とし、当

該物質を製造し、又は取り扱う作業に従事する労働者の健康障害防止措置とし

て、作業主任者の選任、作業環境測定の実施、特殊健康診断の実施等を義務付

けるとともに、 1' 2ージクロロプロパンによる清掃業務に係る健康管理手帳

の交付要件を変更する改正を行いました。本改正政省令につきましては、平成

27年11月 1日より施行することとしており、本改正政省令の施行につき別紙の

とおり都道府県労働局長あて指示しております。

つきましては、貴団体におかれましでも、この趣旨を御理解し、ただき、傘下

会員事業場等に対し、本改正内容等の周知に御協力を賜りますよう御願い申し

上げます。
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都道府県労働局長 殿

基発 0930第 9号

平成 27年 9月 30日

厚生労働省労働基準局長

（公印省略）

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令及び労働安全衛生規則等の

一部を改正する省令の施行について

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（平成27年政令第294号。以下「改正

政令」という。）及び労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（平成27年厚生労

働省令第141号。以下「改正省令Jという。）がそれぞれ平成27年 8月12日、 9月17

日に公布され、平成27年11月 1日から施行することとされたところであるが、その

改正の趣旨、内容等については、下記のとおりであるので、その施行に遺漏なきを

期されたい。

併せて、本通達については、別添のとおり、別紙関係事業者等団体の長宛て傘下

会員事業者への周知等を依頼したので了知されたい。

記

第 1 労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令

1 改正の趣旨

国が専門家を参集して行った化学物質による労働者の健康障害防止に係るリ

スク評価（以下「リスク評価Jという。）において、ナフタレン及びこれを含

有する製剤その他の物及びリフラクトリーセラミックファイパー及びこれを含

有する製剤その他の物を製造し、又は取り扱う作業については、リスクが高い

ため健康障害防止措置の導入が必要と評価されたところである。

改正政令は、リスク評価を基に行った専門家による健康揮害防止措置内容の

検討結果を踏まえ、ナフタレン及びリフラクトリーセラミックファイパーにつ

いては、労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号。以下「施行令Jという。）

第18条に規定する名称等を表示すべき危険物及び有害物、施行令第22条に規定

する健康診断を行うべき有害な業務並びに施行令別表第 3に規定する特定化学

物質の範囲を拡大するため、施行令について所要の改正を行ったものである。

2 改正の内容及び留意事項

( 1 ）施行令の一部改正（改正政令本則関係）

ア 名称を表示すべき危険物及び有害物の追加（施行令第四条関係）

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「法j という。）第57条第
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1項の表示（以下「表示j という。）をしなければならない物（以下「表

示対象物質Jという。）として、ナフタレン及びこれを含有する製剤その

他の物及びリフラクトリーセラミックファイパー及びこれを含有する製剤

その他の物で、厚生労働省令で定めるもの（具体的には第 2の2 ( 1 ）イ

参照）を規定したこと。

イ 特定化学物質の追加（施行令別表第 3関係）

特定化学物質の第 2類物質として、以下の物質を追加したこと。これに

より、以下の物質を製造し、又は取り扱う場合は、作業主任者の選任、作

業環境測定の実施及び特殊健康診断の実施（以下「作業主任者の選任等jと

いう。）を行わなければならないこととなること。

（ア） ナフタレン及びこれを含有する製剤その他の物で、厚生労働省令

で定めるもの（具体的には第 2の2 (2）ア参照）

（イ） リフラクトリーセラミックファイパー及びこれを含有する製剤そ

の他の物で、厚生労働省令で定めるもの（具体的には第 2の 2 (2）イ

参照）

ウ 配置転換後の健康診断を行うべき有害な業務への追加（施行令第22条第

2項関係）

以下の物質を製造し、又は取り扱う業務を、法第66条第 2項後段の健康

診断の対象業務としたこと。

（ア） ナフタレン及びこれを含有する製剤その他の物で、厚生労働省令

で定めるもの（具体的には第 2の2 (2）コ参照）

（イ） リフラクトリ｝セラミックファイパー及びこれを含有する製剤そ

の他の物で、厚生労働省令で定めるもの（具体的には第 2の2 ( 2）コ

参照）

エ 作業主任者を選任すべき作業、作業環境測定を行うべき作業場及び健康

診断を行うべき有害業務への追加（施行令第 6条、第21条及び第22条関係）

ナフタレン又はリブラクトリーセラミックファイパー及びこれらを含有

する製剤その他の物を製造し、又は取り扱う作業等を、作業主任者を選任

すべき作業等に追加したこと。なお、これらのうち、厚生労働省令で定め

る一部の作業等については、作業主任者の選任等の規定の適用を除外する

こととしたこと。

( 2 ）施行期日（改正政令附則第 1項関係）

改正政令は、平成27年11月 1日から施行することとしたこと。

( 3 ）経過措置（改正政令附則第2項から第4項まで関係）

ア 作業主任者の選任に関する経過措置（改正政令附則第2項関係）

ナフタレン又はリプラクトリーセラミックファイパー及びこれらを含有

する製剤その他の物を製造し、又は取り扱う作業については、平成29年10

月31日までの間（施行後 2年間）は、作業主任者の選任を要しないことと
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したこと。

イ 表示対象物に関する経過措置（改正政令附則第 3項関係）

( 1 ）のアの表示対象物質として追加する物であって、改正政令の施行

の日（平成27年11月 1日）において現に存するものについては、平成28年

4月30日までの間（施行後半年間）は、表示に係る規定は適用しないこと

としたこと。

ウ 作業環境測定に関する経過措置（改正政令附則第4項関係）

ナフタレン又はリフラクトリーセラミックファイバー及びこれらを含有

する製剤その他の物を製造し、又は取り扱う屋内作業場については、平成

28年10月31日までの間（施行後 1年間）は、作業環境測定を行うことを要

しないこととしたこと。

第2 労働安全衛生規則等の一部を改正する省令

1 改正の趣旨

改正省令は、改正政令の施行に伴い、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令

第32号。以下「安衛貝ljJという。）、特定化学物質障害予防規則（昭和47年労

働省令第39号。以下「特化具ljJという。）及び作業環境測定法施行規則（昭和

50年労働省令第20号。以下「作環則Jという。）について所要の改正を行うと

ともに、 1' 2ージクロロプロパンによる清掃業務に係る健康管理手帳の交付

要件を変更するため、安衛則の改正を行ったものである。

2 改正の内容及び留意事項

( 1 ）安衛則の一部改正（改正省令第 1条関係）

ア 1' 2 －ジクロロプロパンによる清掃業務に係る健康管理手帳交付要件

の変更（安衛則第53条関係）

屋内作業場等において、 1' 2ージクロロプロパンによる印刷機その他

の設備を清掃する業務について、労災認定状況等を踏まえ、健康管理手帳

を交付する要件である従事経験年数を現行の「 3年以上Jから「 2年以上J

に短縮したこと。

イ 表示対象物質の追加（安衛員lj別表第 2関係）

改正政令による施行令第18条の改正により、表示対象物質として、ナフ

タレン又はリフラクトリ｝セラミックファイパー及びこれを含有する製剤

その他の物で、厚生労働省令で定めるものが規定されたことに伴い、当該

物質に係る裾切値（当該物質の含有量がその値未満の場合、規制の対象と

しないこととする場合の当該値をいう。以下同じ。）を 1%と規定したこ
と。

ウ 通知対象物質の範囲の変更（安衛則別表第2の2関係）

法第57条の 2第 1項に基づき通知（以下単に「通知Jという。）をしなけ

ればならないこととされているリブラクトリーセラミックファイパーに

係る裾切値を0.1 %と規定するとともに、リフラクトリーセラミックフア
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イパーは人造鉱物繊維の一種であることから、裾切値が 1%とされている

「人造鉱物繊維Jの欄から除いたこと。なお、リブラクトリ｝セラミック

ファイパ｝以外の人造鉱物繊維に係る裾切値については変更はないとと。

エ 計画の届出をすべき機械等の追加（安衛則別表第 7関係）

特化則第2条の 2に規定するナフタレン又はリフラクトリーセラミック

ファイパーに関する適用除外業務のみに係る発散抑制の設備については、

届出の対象としないこととしたこと。

( 2 ）特化則の一部改正（改正省令第 2条関係）

ア ナフタレン等の「特定第 2類物質Jへの追加（特化財第 2条及び別表第

1関係）

ナフタレン及びこれを重量の 1%を超えて含有する製剤その他の物（以
下「ナフタレン等Jという。）については、リスク評価において、これを

製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者について健康障害のリスクが

高いとされたことから、今般の改正により特定化学物質に追加したもので

あること。また、この物質は、晃華性のある物質であることを考慮して、

大量漏えいによる急性中毒の防止にも対処できるようナフタレン等を「特

定第2類物質Jとして規定したこと。

イ リフラクトリーセラミックファイパ一等の「管理第 2類物質Jへの追加

（特化則第2条及び別表第 1関係）

リフラクトリーセラミックファイバー及びこれを重量の 1%を超えて

含有する製剤その他の物（以下「リフラクトリーセラミックファイパー等J

という。）については、リスク評価において、これを製造し、又は取り扱

う業務に従事する労働者について、健康障害のリスクが高いとされたこと

から、今般の改正により特定化学物質に追加したものであるが、大量漏洩

による急性中毒のリスクは低いものであることから、 「管理第2類物質」

として規定したこと。

なお、今般の改正により規制の対象とするリフラクトリーセラミック

ファイパーは、国際がん研究機関 (IARC）で発がん性分類がおとなった、

シリカとアルミナを主成分とした非品質の人造鉱物繊維のことをいうこ

と。

ウ ナフタレン等及びリフラクトリーセラミックファイパ一等に係る適用除

外（特化則第2条の 2関係）

（ア）リスク評価の結果、以下の①から④までの作業については、ナフタ

レン等又はリフラクトリーセラミックファイパ一等の労働者へのばく

露の程度が低く、労働者の健康障害のおそれが低いと判断されたため、

作業主任者の選任等の規定及び特化則の規定の適用を除外したこと。

ただし、以下の①から③までのナフタレン等にナフタレン以外の特定

化学物質が含まれている場合、又は④のりフラクトリーセラミック

ファイパー等にリフラクトリーセラミックファイパー以外の特定化学
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物質が含まれている場合には、当該特定化学物質に着目した規制が必

要であることから、作業主任者の選任等の規定及び特化則の規定の適

用除外とはならないこと。

②のタンク自動車等の「等」には、密閉式の構造の設備が含まれるこ

と。

① 液体状のナフタレン等を製造し、又は取り扱う設備（密閉式の構造

のものに限る。②において同じ。）から試料の採取の業務

② 液体状のナフタレン等を製造し、又は取り扱う設備から液体状のナ

フタレン等をタンク自動車等に注入する業務（直結できる構造のホー

スを用いて相互に接続する場合に限る。）

③ 液体状のナフタレン等を常温を超えない温度で取り扱う業務（①及

び②に掲げる業務を除く。）

④ リフラクトリーセラミックファイパ一等を製造し、又は取り扱う業

務のうち、パインダー（リフラクトリーセラミックファイバーの発じ

ん防止に用いられる接合剤等）により固形化された物その他のリフラ

クトリ）セラミヅクファイパ｝等の粉じんの発散を防止する処理が

講じられた物を取り扱う業務（当該物の切断、穿孔、研磨等のリフラ

クトリーセラミックファイパー等の粉じんが発散するおそれのある

業務を除く。）

（イ）液体状のナフタレン等を常温を超えない温度で取り扱う業務の「常温J

とは、概ね、日本工業規格 (JISZ8703試験場所の標準状態）における

常温の上限（35℃）を超えない程度の温度域をいうこと。この温度を超

える場合は、作業方法によってはばく露の可能性を否定できないため、

今回の政省令改正による措置がl必要になること。

（ウ）「リフラクトリーセラミックファイバー等の粉じんの発散を防止する

処理が講じられた物Jとは、バインダーの使用又は熱処理加工により発

じん防止処理がされた成形品及びペースト状の湿潤化されたリフラク

トリーセラミックファイパ一等の製剤をいうこと。また、一定の形状を

保つよう加工がされた製品であれば、その製品自体を切断・研磨等、粉

じんが発散するおそれのある取扱いを行わない限り、適用除外業務に該

当すること。

（エ）特化則第 2条の 2に規定される業務は、 （ア）のとおり労働者の健康

障害のおそれは低いと判断されたものであるが、ナフタレン及びリフラ

クトリーセラミックファイパーは、ヒトに対する発がんのおそれがある

ことから、これらの業務について自主的な管理をする必要があること。

エ 特定化学物質作業主任者の選任及び職務（特化財第27条及び第28条関係）

リフラクトリーセラミックファイパ一等を製造し、又は取り扱う事業場

における作業主任者については、特定化学物質及び四アルキノレ鉛等作業主

任者技能講習を修了した者のうちから選任しなければならないこととなっ

ていること。

5 



オ 作業環境測定の実施及びその結果の評価並びにこれらの結果の記録の保

存（特化則第36条及び第36条の 2関係）

ナフタレン等又はリフラクトリーセラミックファイパー等を製造し、文

は取り扱う屋内作業場について、作業環境測定及びその結果の評価を行わ

なければならないこととしたこと。

なお、ナフタレン等及びリフラクトリーセラミックファイバー等に係る

作業環境測定の方法、測定結果の評価方法等については、改正政令及び改

正省令の施行日までに、作業環境測定基準（昭和51年労働省告示第46号）

等の関係告示を改正し、別途、通達を発出する予定であること。

カ 特別管理物質の追加（特化則第38条の 3関係）

ナフタレン等及びリフラクトリ｝セラミックファイパー等を特別管理物

質に追加したこと。

これに伴い、ナブタレン等及びリフラクトリーセラミックファイパ一等

については、特化則第38条の 3の作業場内掲示、特化員Jj第38条の 4の作業

記録の作成及び記録の30年間保存、特化則第40条第 2項の特殊健康診断の

結果の記録の30年間保存並びに特化則第53条の記録の提出の対象となるこ

とに留意すること。

キ リフラクトリーセラミックファイパ｝等に係る措置（特化則第38条の20

関係）

（ア）リフラクトリーセラミックファイバーは発じん性が高く、労働者への

ばく露の程度を低減する必要がある物であることから、リフラクトリー

セラミックファイパー等を製造し、又は取り扱う作業について、二次発

じんを防止するための措置を規定したこと。また、特に発じんのおそれ

が高い、リフラクトリーセラミックファイパ｝等を窯、炉等に張り付け

ること等の断熱又は耐火の措置を講ずる作業又はリフラクトリ｝セラ

ミックファイパー等を用いて断熱又は耐火の措置を講じた窯、炉等の補

修、解体、破砕等の作業に労働者を従事させるときは、当該労働者に有

効な呼吸用保護具を使用させる等の措置を規定したこと。

（イ）特化則第38条の20第1項第 1号の「床等Jの「等Jには、窓枠、棚が

含まれること。

（ウ） 「水洗等J、 「水洗する等jの「等」には、超高性能（HEPA）ブイ

ルター付きの真空掃除機による清掃が含まれること。なお、当該真空掃

除機を用いる際には、ブイノレターの交換作業等による粉じんの再飛散に

注意する必要があること。

（エ）特化則第38条の20第2項第 1号の「リフラクトリーセラミックブアイ

ノ〈一等を窯、炉等に張り付けること等」の「等Jには、例えば、プラン

ケット状のリフラクトリーセラミックファイパーを含有する耐熱材を窯

又は炉等の内側に貼りつける作業等があること。

（オ）特化則第38条の20第2項第2号の「窯、炉等の補修の作業j及び第 3
号の「窯、炉等の解体、破砕等の作業」には、リフラクトリーセラミッ
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クファイバー等にばく露するおそれのない窯、炉等における作業は含ま

れないものであること。

（カ）特化則第四条の20第 3項第 1号の「それ以外の作業を行う作業場所か

ら隔離すること」とは、例えば、同条第 2項各号の作業場所をビニーノレ

シート等で覆うこと等により、リフラクトリーセラミックファイパ一等

の粉じんが他の作業場所に漏れないようにするものであること。

（キ）特化則第38条の20第3項第 1号ただし書にいう「隔離することが著し

く困難である場合」には、窯、炉等の配管等の構造上の理由により隔離

することが技術的に困難な場合が含まれるものであること。また、 「必

要な措置Jには以下のものが含まれること。

① 前項各号に掲げる作業を行う作業場所からのリフラクトリーセラ

ミックファイバーの粉じんにばく露するおそれがある作業場所にお

いて作業に従事する労働者に（ク）に掲げる呼吸用保護具を含む適切

な呼吸用保護具及び作業衣又は保護衣を着用させること

② 可能な場合にあっては、リフラクトリーセラミックファイパーを湿

潤な状態とすること

（ク）特化則第38条の20第 3項第 2号の「有効な呼吸用保護具」とは、各部

の破損、脱落、 5ihみ、湿気の付着、変形、耐用年数の超過等保護具の性
能に支障をきたしていない状態となっており、かつ、 100以上の防護係数

が確保できるものであり、具体的には、粒子捕集効率が99.97%以上の全

面形の面体を有する電動ファン付き呼吸用保護具、粒子捕集効率が

99. 97%以上の半面形の面体を有する電動ファン付き呼吸用保護具のう

ち、漏れ率が 1%以下（電動ファン付き呼吸用保護具の規格（平成26年

厚生労働省告示第455号）で定める漏れ率による等級が S級又はA級）で

あって、 （ケ）の方法により、労働者ごとに防護係数が100以上であるこ

とが確認されたものが含まれること。

（ケ） （ク）の労働者ごとの防護係数の確認は、当該確認に係る電動ファン

付き呼吸用保護具を特化則第38条の20第3項の規定に基づき、当該労働

者に初めて使用させるとき及びその後 6月以内ごとに 1回、定期に、日

本工業規格T8150で定める方法により防護係数を求めることにより行う

こと。

なお、事業者は、当該確認を行ったときは、労働者の氏名、呼吸用保

護具の種類、確認を行った年月日及び防護係数の値を記録し、これを30

年間保存すること。

（コ）特化員lj第38条の20第 3項第 2号の「作業衣」は粉じんの付着しにくい

ものとすること。また、 「保護衣」は、日本工業規格 T8115に定める規

格に適合する浮遊園体粉じん防護用密閉服が含まれること。なお、リフ

ラクトリーセラミックファイパー等を窯、炉等に張り付けること等の断

熱又は耐火の措置を講ずる作業等においては、支持金物等に接触し作業
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衣等が破れるおそれがあるため、支持金物等に保護キャップやテ「プを

巻くなどの対策を行うことが望ましいこと。また、粉じんの発散の状況

等に応じて保護眼鏡を使用することが望ましいこと。

（サ）特化則第38条の20第4項の「湿潤な状態にする等Jの「等Jには、集

じん機による粉じんの吸引等により作業場所の粉じんの濃度を湿潤化し

た場合と同等程度に低減させることが含まれること。

（シ）リフラクトリーセラミックファイパー等に係る作業主任者においては、

更衣時飛散したリフラクトリーセラミックファイパー等を吸入しないよ

う、作業方法を決定し、労働者を指揮すること。

ク ナフタレン等又はリフラクトリ｝セラミックファイバー等を製造し、又

は取り扱う業務に係る特殊健康診断（特化則第39条関係）

事業者は、ナブタレン等又はリフラクトリーセラミックファイパー等を

製造し、又は取り扱う業務に常時従事する労働者（以下「業務従事労働者」

という。）及びこれらの業務に常時従事させたことのある労働者で、現に

使用しているもの（以下「配置転換後労働者」という。）に対し、特化則

第39条の特殊健康診断を実施しなければならないこととしたこと。

なお、配置転換後労働者には、本省令の施行日（平成27年11月 1日）よ

り前に当該業務に常時従事させ、施行日以降に当該業務に従事させていな

い労働者で、現に使用しているものが含まれること。

ケ ナフタレン等及びリフラクトリーセラミックファイパー等に係る特殊健

康診断の項目（特化則別表第 3及び別表第4関係）

（ア）ナブタレン等に係る特殊健康診断の項目について

ナフタレンについては、ヒトに対する発がんのおそれや頭痛、食欲不

振、悪心、幅吐の症状、溶血性貧血、ヘモグロビン尿、眼及び呼吸器系

の刺激、眼毒性（白内障、視神経、レンズの混濁、網膜変性）を引き起

こす可能性が指摘されたことを踏まえ、ナフタレン等の業務従事労働者

及び配置転換後労働者に対する特殊健康診断の項目の趣旨等について

は、次のとおりとすること。

① 「業務の経歴の調査Jは、業務従事労働者に対して行う健康診断に

おけるものに限るものであること。なお、この項目については、業務

従事労働者以外のものは対象とならない。ただし、配置転換後労働者

が改正省令の施行日以降に初めて受ける健康診断が、法第66条第 2項

後段に規定する配置転換後健康診断に当たる場合には、当該健康診断

の際に「業務の経歴の調査」を行うことが望ましいこと。

② 「作業条件の簡易な調査Jは、労働者の当該物質へのばく露状況の

概要を把握するため、前回の特殊健康診断以降の作業条件の変化、環

境中のナフタレンの濃度に関する情報、作業時間、ばく露の頻度、ナ

フタレンの蒸気の発散源からの距離、呼吸用保護具の使用状況等につ

いて、医師が主に当該労働者から聴取することにより調査するもので

あること。このうち、環境中のナフタレンの濃度に関する情報の収集
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については、当該労働者から聴取する方法のほか、衛生管理者等から

あらかじめ聴取する方法があること。なお、この項目については、業

務従事労働者以外のものは対象とならないが、配置転換後労働者への

取扱いについては、上記①と同様であること。

③ 「ナフタレンによる眼の痛み、流涙、眼のかすみ、差明、視力低下、

せき、たん、咽頭痛、頭痛、食欲不振、悪心、幅吐、皮膚の刺激等の

他覚症状又は自覚症状の既往歴の有無の検査」は、ナフタレンにより

生じるこれらの症状の既往歴の有無の検査をいうこと。「差明Jとは、

まぶしさをいうこと。なお、「限の痛み、流涙、せき、たん、咽頭痛、

頭痛、食欲不振、悪心、幅吐、皮膚の刺激等の急性の疾患に係る症状J

については、業務従事労働者に対して行う健康診断におけるものに限

るものであること。

④ 「眼の痛み、流涙、眼のかすみ、差明、視力低下、せき、たん、咽

頭痛、頭痛、食欲不振、悪心、咽吐等の他覚症状又は自覚症状の有無

の検査Jは、ナフタレンにより生じるこれらの症状の有無の検査をい
うこと。なお、 「眼の痛み、流涙、せき、たん、咽頭痛、頭痛、食欲

不振、悪心、咽吐等の急性の疾患に係る症状Jについては、業務従事

労働者に対して行う健康診断におけるものに限るものであること。

⑤ 「皮膚炎等の皮膚所見の有無の検査jは、業務従事労働者に対して

行う健康診断におけるものに限るものであること。

⑥ 「尿中の潜血検査Jは、腎臓、尿管、勝脱等の尿路系の異常を評価

するための検査であること。なお、この項目は、業務従事労働者に対

して行う健康診断におけるものに限るものであること。

⑦ 「作業条件の調査Jは、労働者の当該物質へのばく露状況の詳細に

ついて、当該労働者、衛生管理者、作業主任者等の関係者から聴取す

ることにより調査するものであること。なお、この項目は、業務従事

労働者に対して行う健康診断におけるものに限るものであること。

③ 「尿中のへそグロビンの有無の検査Jは、溶血性貧血等の血液学的

異常を評価するための検査であること。なお、この項目は、業務従事

労働者に対して行う健康診断におけるものに限るものであること。

⑨ 「尿中の 1－ナフトーノレ及び 2－ナフトールの量の測定Jは、ナフ

タレンによるばく露状況を評価するための検査であること。なお、こ

の項目は、業務従事労働者に対して行う健康診断におけるものに限る

ものであること。

⑩ 「赤血球数等の赤血球系の血液検査又は血清間接ピリノレピンの検査J

は、ナフタレンによる溶血性貧血等の血液学的異常を評価するための

検査であること。なお、この項目は、業務従事労働者に対して行う健

康診断におけるものに限るものであること。

（イ）リフラクトリーセラミックファイバー等に係る特殊健康診断の項目

について
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リフラクトリーセラミックファイパーについては、ヒトに対する発が

んのおそれや眼の損傷並びに皮膚炎等の刺激症状を引き起こす可能性

が指摘されたことを踏まえ、リフラクトリ｝セラミックファイパ一等の

業務従事労働者及び配賓転換後労働者に対する特殊健康診断の項目の

趣旨等については、次のとおりとすること。

① 「業務の経歴の調査J及び「作業条件の簡易な調査Jについては、

ナフタレン等に係る特殊健康診断の趣旨等（（ア）①及び②）と同様

であること。

② 「喫煙歴及び喫煙習慣の状況に係る調査Jは、喫煙が肺疾患を進展

させる要因となり得ることから行うものであること。

③ 「リフラクトリーセラミックファイパーによるせき、たん、息切れ、

呼吸困難、胸痛、呼吸音の異常、眼の痛み、皮膚の刺激等についての

他覚症状又は自覚症状の既往歴の有無の検査」は、リフラクトリーセ

ラミックファイバ｝により生じるこれらの症状の既往歴の有無の検

査をいうこと。なお、 「眼の痛み、皮膚の刺激等の急性の疾患に係る

症状Jについては、業務従事労働者に対して行う健康診断におけるも

のに限るものであること。

④ 「せき、たん、息切れ、呼吸困難、胸痛、呼吸音の異常、眼の痛み

等についての他覚症状又は自覚症状の有無の検査Jは、リフラクト

リーセラミックファイパーにより生じるこれらの症状の有無の検査

をいうこと。なお、 「眼の痛み等の急性の疾患に係る症状Jについて

は、業務従事労働者に対して行う健康診断におけるものに限るもので

あること。

⑤ 「皮膚炎等の皮膚所見の有無の検査Jは、業務従事労働者に対して

行う健康診断におけるものに限るものであること。

⑥ 「胸部のエックス線直接撮影による検査Jについては、肺がん等を

評価するための検査であること。

⑦ 「作業条件の調査jについては、ナフタレン等に係る特殊健康診断

の趣旨等（（ア）の⑦）と同様であること。

③ 「特殊なエックス線撮影による検査Jは、 CT （コンビューター断

層撮影）による検査等をいうこと。

⑨ 「血清シアノレ化糖鎖抗原KL-6の量の検査若しくは血清サーブア

クタントプロテインD （血清SP-D）の検査等の血液生化学検査J

は、肺がん等が存在する可能性や病勢等について評価するための検査

であること。

⑬ 「H客疾の細胞診又は気管支鏡検査Jは、肺がん等が存在する可能性

や病勢等について評価するための検査であること。

コ 法第66条第 2項後段の特殊健康診断の対象物に係る裾切値（特化則別表

第 5関係）

改正政令による施行令第22条第2項の改正により、法第66条第 2項後段
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の特殊健康診断の対象業務として、ナフタレン、リフラクトリーセラミッ

クファイパー又はこれらを含有する製剤その他の物で、厚生労働省令で定

めるものを製造し、又は取り扱う業務が規定されたことに伴い、これらの

物に係る裾切値を 1%としたこと。

サ 特定化学物質健康診断結果報告書の様式（特化則様式第 3号（裏面）関

係）

ナフタレン等又はリフラクトリーセラミックファイパー等を製造し、又

は取り扱う業務を特殊健康診断の対象業務として規定したことに伴い、特

化則様式第 3号について所要の改正を行ったこと。

( 5 ）作環則の一部改正（改正省令第 3条関係）

ア ナフタレン等が特定化学物質に追加されることにより、ナフタレン等を

製造し、又は取り扱う屋内作業場が作環則別表第 3号の作業場の種類に追

加されること。

イ リフラクトリーセラミックファイパ一等が特定化学物質に追加されたが、

リフラクトリーセラミックファイバーは人造鉱物繊維の一種であり、作環

員lj別表第 1号で定める作業場と同様の分析方法（計数方法）を採用するこ

ととしているため、リフラクトリーセラミックファイパー等を製造し、又

は取り扱う屋内作業場を作環則別表第 1号の作業場の種類に追加したこと。

( 6 ）労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（平成26年厚生労働省令第101

号。以下「平成26年改正省令」という。）の一部改正（改正省令第 3条関係）

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（平成26年政令第288号。以下

「平成26年改正政令Jという。）及び平成26年改正省令により、クロロホル

ム、四塩化炭素、 1' 4ージオキサン、 l, 2ージクロロエタン（別名二塩

化エチレン）、ジクロロメタン（別名二塩化メチレン）、スチレン、 1' 1' 

2' 2 －テトラクロロエタン（別名四塩化アセチレン）、テトラクロロエチ

レン（別名ノ号ークロルエチレン）、 トリクロロエチレン及びメチルイソブチ

ルケトン（以下「クロロホノレム他 9物質Jという。）については、特定化学

物質に指定して、所要の規制を行うこととされたところである。

平成26年改正省令の施行の際現に、第一種作業環境測定士試験のうち作環

則第16条第 1項第 9号に掲げる科目（有機溶剤の分析の技術に関する科目）

に合格している者は、クロロホノレム他 9物質を含む試験範囲を受験し、合格

しているため、問項第7号（平成26年改正省令による改正後の特化則第2条

の2第 1号イに掲げるクロロホノレム等有機溶剤業務を行う作業場の作業環境

について行う分析の技術に関する科目に限る。）及び同項第 9号に掲げる科

目について合格したものとみなすこととしたこと。

( 7 ）労働安全衛生規則及び産業安全専門官及び労働衛生専門官規程の一部を改

正する省令（平成27年厚生労働省令第115号。以下「平成27年改正省令」とい
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う。）

労働安全衛生法施行令及び厚生労働省組織令の一部を改正する政令（平成

27年政令第250号。以下「平成27年改正政令Jという。）及び平成27年改E省

令により、表示対象物の範囲を拡大するとともに、安衛則別表第 2及び別表

第2の2を統合し、表示対象物及び通知対象物の裾切値を新たに安衛則別表

第2として一括して整理し、平成28年6月1日から施行される予定である。

しかし、同表においては、 「人造鉱物繊維」について、いずれの裾切値も

1%と定められているため、今般の改正においてリフラクトリーセラミック
ファイパーの通知対象物としての裾切値が0.1 %に引き下げられたことを踏

まえて、 「リフラクトリーセラミックファイパーJを「人造鉱物繊維Jの欄

から除き、別途規定したこと。

このため、平成28年6月1日に施行される時点におけるリフラクトリーセ

ラミックファイパーの裾切値については、今般の改正によるものと同様にな

ること。

( 8 ）施行期日（改正省令附則第 1条関係）

改正省令は、平成27年11月1日から施行することとしたこと。

ただし、 ( 6 ）の規定は、公布日から施行し、改正省令による改正後の労

働安全衛生規則等の一部を改正する省令附則第10条第 3項の規定は、平成26

年11月1日から適用すること。

( 9 ）経過措置（改正省令附則第 2条から第6条まで関係）

ア 計画の届出に関する経過措置（改正省令附則第 2条関係）

安衛則別表第 7に定める以下の設備等の設置若しくは移転又は主要構造

部分の変更を平成28年1月31日までの間（施行後 3月）に行う場合には、

安衛則第86条第 1項及び法第88条第 2項において準用する同条第 1項の規

定に基づく計画の届出を要しないこととしたこと。

（ア）ナフタレン等を製造する設備

〈イ）ナフタレン等を製造し、又は取り扱う特定化学設備及びその附属設

備

（ウ）ナフタレン等又はリフラクトリーセラミックファイパー等のガス、

蒸気又は粉じんが発散する屋内作業場に設ける発散抑制措置

イ 様式に関する経過措置（改正省令附則第 3条関係）

改正省令の施行の際、現に存する改正省令による改正前の様式による報

告書の用紙は、当分の問、必要な改訂をした上、使用することができるこ

ととしたこと。

ウ 第2類物質の製造等に係る設備に関する経過措置（改正省令附則第4条

条及び第 5条関係）

ナフタレン等又はリフラクトリーセラミックファイバ一等を製造し、又

は取り扱う設備で、改正省令の施行の際、現に存するものについては、平
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成28年10月31日までの間（施行後 1年間）は、改正省令による改正後の特

化則（以下「新特化則」という。）第4条又は第 5条の規定は、適用しな

いこととしたこと。

エ 特定化学設備に関する経過措置（改正省令附則第 6条関係）

ナフタレン等を製造し、又は取り扱う特定化学設備で、改正省令の施行

の際、現に存するものについては、平成28年10月31日までの間（施行後 1

年間）は、新特化則第13条から第17条まで、第18条の 2、第19条第 2項及

l び第 3項、第19条の 2から第20条まで、第31条並びに第34条の規定は、適

用しないこととしたこと。

オ 出入口に関する経過措置（改正省令附則第 7条関係）

ナフタレン等を製造し、又は取り扱う特定化学設備を設置する屋内作業

場及び当該作業場を有する建築物であって、改正省令の施行の際、現に存

するものについては、平成28年10月31日までの間（施行後 1年間）は、新

特化則第18条の規定は、適用しないこととしたこと。

カ 警報設備等に関する経過措置（改正省令附則第8条関係）

ナフタレン等を製造し、又は取り扱う特定化学設備を設置する作業場又は

当該作業場以外の作業場でナフタレン等を合計100リットル以上取り扱う作

業場で、改正省令の施行の際、現に存するものについては、平成28年10月31

日までの間（施行後 1年間）は、新特化則第19条第 1項及び第4項までの規

定は、適用しないこととしたこと。

キ 床に関する経過措置（改正省令附則第 9条関係）

ナフタレン等又はリフラクトリーセラミックファイパー等を製造し、又は

取り扱う特定化学設備を設置する屋内作業場で改正省令の施行の際、現に存

するものについては、平成28年10月31日までの間（施行後 1年間）は、新特

化則第21条の規定は、適用しないこととしたこと。

(10）その他（リフラクトリーセラミックファイパーに関する粉じん員lj等の適用）

ア 粉じん則等の適用の有無

リフラクトリーセラミックファイバーは、鉱物（人工物を含む。）の一

種であること、また、耐火物として使用される場合があることから、リフ

ラクトリーセラミックファイバー等を製造し、又は取り扱う業務のうち一

部の業務については、粉じん障害防止規則（昭和54年労働省令第18号。以

下「粉じん員ljJという。）別表第 1に規定する「粉じん作業J及びじん肺
法施行規則（昭和35年労働省令第 6号）別表に規定する「粉じん作業j に

該当する場合があること。

このため、このような業務については、今回の改正政省令の規定に加え

て、粉じん則並びにじん肺法（昭和35年法律第30号）及びじん肺法施行規

則の規定が適用されること。

イ 健康診断についての留意事項

アの場合、健康診断については、特化則に基づく健康診断の規定及びじ
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ん肺法に基づくじん肺健康診断（以下単に「じん肺健康診断Jという。）

の規定の両方が適用され、それぞれの健康診断を実施しなければならない

こと。

しかしながら、これらの健康診断の検査項目のうち、特化則別表第 3に

規定する「胸部のエックス線直接撮影による検査Jとじん肺法第 3条第 1

項第 1号に規定する「エックス線写真（直接撮影による胸部全域のエック

ス線写真をいう。）による検査Jは同一の検査であるため、特化則に基づ

く健康診断とじん肺健康診断を同時期に行う場合には、エックス線直接撮

影を重ねて実施する必要はなく、これら 2つの健康診断でエックス線写真

を共用することができること。

なお、特化員iJに基づく健康診断とじん肺健康診断では実施頻度が異なり、

前者は 6月以内ごとに 1回であるのに対し、後者はじん肺管理区分等に応

じて 3年以内ごとに 1回又は 1年以内ごとに 1回であることに留意するこ

と。

ウ 作業主任者の選任及び特別教育についての留意事項

アの場合には、特化則に基づく作業主任者を選任するとともに、当該作

業を行う労働者に対して粉じん則に基づく特別教育を実施する必要がある

ことに留意すること。

3 関係通達の一部改正

( 1 ）労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（平成26年摩生労働省令第101

号）の一部改正に伴い、 「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令及び

労働安全衛生規則等の一部を改正する省令の施行について」 （平成26年 9月

24日付け基発0924第6号・雇児発0924第7号）の一部を次のように改正する。

第 2の2 (8）ク中（ウ）を（エ）とし、 「改正省令附則第10条第 3項

関係Jを「改正省令附則第10条第4項関係Jに改め、 （イ）の次に次のよ

うに加える。

（ウ）改正省令の施行の際現に、作業環境測定士試験のうち作環則第16条

第 1項第 9号に掲げる科目に合格している者は、同項第 7号（改正省

令による改正後の特化則第2条の 2第1号イに掲げるクロロホノレム等

有機溶剤業務を行う作業場の作業環境について行う分析の技術に関す

る科目に限る。）及び同項第 9号に掲げる科目について合格したもの

とみなすこととしたこと。 （改正省令附則第10条第 3項関係）

( 2 ) 「労働安全衛生法施行令及び厚生労働省組織令の一部を改正する政令等の

施行についてj （平成27年 8月 3日付け基発0803第2号）の一部を次のよう

に改正する。

別紙 1の表中「人造鉱物繊維」の次に「（リフラクトリーセラミックファ

イバーを除く。） Jを加え、 「ヨードホノレムJの項の次に次のように加え

る。
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